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研究成果の概要（和文）：本研究では、異常気象や自然災害が人々の健康におよぼす影響について定量的な分析
を行った。主要な分析結果として、「電力料金の高騰とそれに伴う回避行動レベルの低下（暖房器具などの使用
抑制）を通じ、冬季低温下の死亡リスクが上昇する」ことを明らかにした。また、追加的な予備分析結果より、
「自然災害は健康に長期的なマイナス影響をおよぼし、かつ、その影響は被災者や被災地域の特性によって大き
く異なる」ことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study quantifies the effects of extreme weather events and natural 
disasters on people's health. The main result of the analysis shows that mortality risk increases in
 the winter through higher electricity prices and the consequent decline in the level of avoidance 
behavior of exposure to extremely cold temperatures (i.e., reduced use of heating equipment). 
Besides, the preliminary analysis for future research reveals that natural disasters cause long-term
 health effects, and the effects vary markedly depending on the characteristics of the affected 
population and the affected region.

研究分野： Environmental Economics
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、異常気象が健康におよぼすマイナス影響を緩和しうる回避行動メカニズムについて、定量的な視点か
ら明らかにした。分析では、人々の回避行動レベルを左右するエネルギー需要とエネルギー価格の関係性に焦点
を当て、2011年以降の原子力発電所稼働停止に伴う電力料金の外生的変化を用いることで、回避行動がもたらす
健康影響を因果推定した。エネルギー価格とエネルギー需要（≒異常気温に対する回避行動）および健康影響の
関係性を明らかにした本研究成果は、今後の気候変動対策やエネルギー戦略の立案・推進における重要なエビデ
ンスとなる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
気候変動への適応策立案に向け、気候が人々の健康におよぼす影響を定量的に把握する必要

性が急速に高まっている。これを受けて、Deschênes and Greenstone (2011) や Barreca, et 
al. (2016) を代表とする多くの研究により、真夏の猛暑や真冬の寒波といった異常気象が人々
の健康に無視できない影響をおよぼすことが報告され始めている。 
既存研究では気候条件と死亡率の間に介在する生気象学的関係が詳細に分析されている一方

で、気候が人々の回避行動におよぼす影響を明示的に考慮した研究はほとんどない。事実、エア
コンを主とする冷暖房器具の使用は熱中症や感冒予防の観点から有効なものとして推奨されて
おり、避暑・避寒行動が猛暑や寒波の影響を緩和している可能性は小さくない。このような人々
の回避行動を考慮に入れない分析結果からは、異常気温がおよぼす健康への影響が過少に推定
されてしまう可能性が生じる (Barreca, et al. 2016)。 
また、これら回避行動の基となるエネルギー需要はエネルギー価格と密接な関係がある。すな

わち、エネルギー価格の変化が回避行動に影響をおよぼすことで、結果的に気候条件と死亡率の
関係性にも違いが生じうる。実際に日本では、昨今の電力価格の急激な上昇が夏場や冬場の電力
需要と冷暖房器具の使用頻度に無視できない影響をおよぼしている（環境省, 2012; 2013）。つ
まり、異常気温がおよぼす健康への影響分析には、図１のようにエネルギー価格と回避行動の影
響をあわせて考慮にいれる必要がある。エネルギー価格の変化が回避行動を通じておよぼしう
る健康影響に関する分析は、当時まだ研究されていなかった。 
 
２．研究の目的 
本研究の主な目的は、猛暑や寒波などの異常気温が死亡率におよぼす影響を定量的に評価す

ることである。その際、異常気温に対する人々の回避行動（冷暖房器具等の使用）に着目し、エ
ネルギー価格の変化が回避行動を介して異常気温と死亡率の関係にもたらす影響を、従来の生
気象学的モデルに組み込む（図１）。構築したモデルを基に定量分析を行うことで、異常気温が
人々におよぼす健康への直接的な影響を精確に推定することができるだけでなく、エネルギー
価格と回避行動の変化が健康におよぼしうる間接的な影響を分離して推定することが可能とな
る。 

 
図１ 避暑・避寒行動メカニズムと外的条件が健康（死亡率）におよぼす影響の関係 

 
３．研究の方法 
本研究では、異常気温とエネルギー価格が人々の健康におよぼす影響を定量的に明らかにす

るために、日本をケース・スタディとして取り上げながら、次の３項目を順次実施した。 
（Ａ）分析用データベースの構築 
（Ｂ）異常気温に対する回避行動が健康におよぼす影響を考慮に入れた計量モデルの構築 
（Ｃ）構築したデータベースと計量モデルを用いた健康影響の推定 
 
４．研究成果 
（Ａ）分析用データベースの構築 
定量分析に必要となる時系列データとして、政令指定都市（特別区も含む）の「死亡者数（厚

生労働省の人口動態調査）」、「気象関連データ（気象庁アメダス）」、「エネルギー価格（総務省小
売物価統計調査）」、および「人口や景気指標などの社会経済関連データ（総務省統計局）」をそ
れぞれ入手し、死亡率（年齢別や死因別含む）、気温の累積変数、家庭用電力価格を主とする月
次データベース（2007 年～2014 年）を構築した。気温の累積変数として、数℃ごとのカテゴリ
（たとえば摂氏０℃未満、０℃～４℃、５℃～９℃、10℃～14℃、15℃～19℃、20℃～24℃、25℃
～29℃、30℃以上）を作成し、１時間当たりの気温が各カテゴリに該当する時間数を月別にカウ
ントした気温ビン変数を推定に用いた。 
また、追加的な分析を行うために、全市町村の「65歳以上の死亡者数と介護保険認定者数（厚

労省介護保健事業報告）」、「日別気象メッシュデータ（農研機構）」、「社会経済関連データ（総務
省統計局）」をそれぞれ入手し、市町村レベルの年次データベースも別途構築した。 



 
（Ｂ）異常気温に対する回避行動が健康におよぼす影響を考慮に入れた計量モデルの構築 
まず、先行研究と同様に、気温ビン変数と死亡率を用いることで、異常気温と死亡率の関係性

を推定する誘導型モデルを構築した（モデル１）。次に、異常気温に対する回避行動が健康への
マイナス影響を緩和しているかどうかを検証するため、電力価格をモデルに取り入れた。猛暑や
寒波などの異常気温に対する主な回避行動としてエアコンなど冷暖房器具の使用があげられる
が、冷暖房器具の使用レベルは電力価格によって左右される。そこで、従来の誘導型モデルに気
温ビン変数と電力価格の交差項を加えることで、電力価格の変化に伴う回避行動の変化が異常
気温と死亡率の関係性に与える変化を導出することが可能となる（モデル２）。 
ここで、潜在的な電力価格の内生性に対処するため、本研究では日本の家庭用電力市場に生じ

た自然実験的な枠組みに着目した。具体的には、2011 年以降に原子力発電所が稼働停止したこ
とに伴う電力料金の高騰を「外生的変化」とみなし、その空間的・時間的なバリエーションを用
いた。加えて、都市ごと、季節ごとにみられる固有な影響を固定効果として推定式に加えること
で、気温、電力価格、死亡率の関係に混在しうる潜在的な交絡因子もあわせてコントロールした。
これらの推定手法により、電力価格の上昇を通じた回避行動レベルの変化が異常気温と死亡率
の関係に与える因果効果を定量化した。 
 
（Ｃ）構築したデータベースと計量モデルを用いた健康影響の推定 
上述した計量モデル１とモデル２を基に、2007 年から 2014 年までの都市別・月別死亡率デー

タを被説明変数、気温ビン変数および気温ビン変数と電力価格の交差項を主な説明変数とした
回帰分析を行った。まずモデル１の推定結果より、日本においては非常に低い気温（摂氏５℃以
下）が死亡率を有意に増加させることが示された。寒さに起因する死亡者数は、サンプル 21 都
市で年平均 8,547 人であり、実際の年間総死亡者数の約 2.9 パーセントに相当する。中でも、高
齢者の死亡率に顕著な増加がみられた。また、その主な死因は心血管疾患であることも分かった。 
次にモデル２の推定結果より、低温下の死亡リスクは、電力価格の上昇によって引き上げられ

ることが明らかになった。この結果は、当初予想したリスク回避行動メカニズムと一致する。す
なわち、電力価格の上昇により、低温への曝露を減らす回避行動が妨げられたことで、死亡リス
クが上昇したといえる。21 都市においては、2007 年から 2014 年の間に平均して年間約 5.8 パ
ーセント電力価格が上昇したが、それに伴って寒さ関連の死亡者数が約 19パーセント増加した。
計算すると、低温下の死亡リスクのうち、約３分の１が電力価格の上昇に起因していたことにな
る。このような電力価格上昇による健康へのマイナス影響は、特に高齢者に強く表れた。 
以上の結果より、極端な気象現象への曝露を減らすための対策として、異常気温やエネルギー

価格に脆弱な高齢者に対する健康影響の緩和策がとりわけ重要となる。そのためには、既存の燃
料費補助策と並行し、異常気温やエネルギー価格への長期的な適応力を高める方法を具現化し
ていくことが肝要である。たとえば、蓄電池付ソーラーパネルや地中熱ヒートポンプといった再
生可能エネルギー発電システムの設置補助やエネルギー効率の高い断熱材付き住宅資材の購入
補助を進めることで、異常気象への曝露リスクとエネルギー価格の上昇リスクを同時に軽減す
ることができる。 
なお、日本全国の市町村別・年別データを用いて同様の分析を行ったところ、上記と類似の関

係はみられたものの、統計的な有意差はそれほどみられなかった。データが年次レベルのため、
気温および電力価格のバリエーションを十分に得られなかったことが一因と考えられる。分析
の改善策として、死亡率および介護保険認定率に関する月次データベースの構築を今後の課題
とする。 
一方、異常気温が介護保険認定率におよぼす影響は、特に 2011 年の東日本大震災以降で顕著

に表れた。これより、異常気温とともに健康被害をもたらす要因として、大規模自然災害（東日
本大震災）の被災状況がおよぼす健康影響に着目した予備的分析を行った。その結果、東日本大
震災の被災地域における要介護認定率は、それ以外の地域に比べて被災後に上昇したことが分
かった。健康へのマイナス影響は、地震や津波の直後だけでなく、長期的な（7年後の）要介護
認定率においても観察され、また、その長期影響は被災者や被災地域の特性によって大きく異な
ることも明らかになった。これらの影響を深堀りするため、新規課題「自然災害が健康へ及ぼす
長期的な影響およびその影響メカニズムの解明（23K01379）」において分析を継続する。 
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